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議  第 3 0 5 2 号 

平成 29 年８月 28 日 

 

総務文教常任委員会審査概要報告書 

 

                            委員長 横田 誠二 

 

Ⅰ 開催年月日 平成 29 年６月 13 日（火） 

Ⅱ 会 議 時 間 午後３時00 分～午後３時26 分 

Ⅲ 出席委員等 〔出 席 委 員〕◎横田 誠二 ○本田 利麻  上田  武 

                狩野 安郎  金平 直巳  青木  紘 

                舘  勇将 

（◎…委員長  ○…副委員長） 

        〔議 長〕 曽田 康司 

        〔副 議 長〕※樋詰 和子 

        〔説 明 員〕 別紙名簿のとおり 

        〔委員外議員〕 吉田健太郎  高畠 義一 

        〔事務局職員〕 敦賀 茂樹  安東 浩志  柚原 規泰 

  吉田 昇平 

        〔傍 聴 者〕 ２名 

Ⅳ 審査の概要 

 

１ 請願の趣旨説明の可否について 

・請願第 10 号 就学援助制度の拡充を求める請願 

  ・請願第 11 号 個人番号不記載の特別徴収税額決定通知書の再発行等を求める請願 

 

請願第 10 号は、 

 入学前の３月に入学準備金を支給することや、クラブ活動費・生徒会費・ＰＴＡ会

費を支給することを求めるものである。 

 

請願第 11 号は、 

 要請のあった事業所等に対し、「個人番号不記載の特別徴収税額決定通知書」を再発

行すること及び要請のあった事業所等に対し、「個人番号不記載の通知書」を発行

することを求めるものである。 

 

・請願第 10 号及び請願第 11 号の趣旨説明の可否について 

  協議の結果、いずれも賛成少数で、趣旨説明を許可しないこととした。委員会終

了後、事務局から請願者に対し、本委員会での趣旨説明を許可しない旨を伝えた。 
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〈 協議の過程における主な意見は次のとおり。 〉 

 

（ 以下、議員の意見は ○ で表示 ） 

 

■請願第 10 号について 

・趣旨説明を受けることに反対の立場から 

○ 本請願書について、趣旨は理解している。本件は、既に議会でも議論された内容

であることから、請願者による説明は特に必要ない。 

 

・趣旨説明を受けることに賛成の立場から 

○ 議会基本条例第 10 条で、「議会は、請願及び陳情の審査においては、必要に応じ

て提出者の意見聴取を行う機会を設けることができる。」と明文化されている。こ

れは議会基本条例の要の部分であり、請願者による説明を聴くべきである。 

○ 開かれた議会を目指すため、請願者による趣旨説明を求めるべきである。 

 

■請願第 11 号について 

・趣旨説明を受けることに反対の立場から 

○ マイナンバー制度は、着実に推進されるべきものと考えている。本請願書につい

ては、その趣旨は理解しており、請願者からあらためて説明を聴く必要はない。 

 

・趣旨説明を受けることに賛成の立場から 

○ 議会基本条例第 10 条の条項を活かし、請願者による説明を聴くべきである。当事

者である事業者団体の肉声を聴くことが、議会審議の活性化にもつながる。 

○ 開かれた議会を目指すため、議会基本条例第 10 条を活かし、請願者による趣旨説

明を求めるべきである。 

 

 

２ 陳情の趣旨説明の可否について 

・陳情第３号 北朝鮮のミサイルに備えた避難訓練等の実施を求める陳情 

  

陳情第３号は、 

 一つには、国、行政機関、都道府県、市町村、地方公共機関等、緊密な連携のもと、

住民の避難や救援活動が円滑に進むよう、強い指導力を発揮すること。 

二つには、国の指示を待ついとまがない場合には、迅速な判断のもと、適確な救援

活動を実施するよう知事に働きかけること。 

三つには、『国民保護法』を市民に徹底し、核兵器やサリンなどに対する対処法を

啓蒙すること。 

四つには、核やサリンなどを想定した避難訓練を自治体で実施するよう知事に働き

かけること。 

五つには、朝鮮半島有事の際に発生した難民の対応策を早急にすすめること。 
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六つには、武装テロや武装難民などへの適切な対策を講じること。 

以上、６点を求めるものである。 

 

・陳情第３号の趣旨説明の可否について 

  協議の結果、賛成少数で、趣旨説明を許可しないこととした。委員会終了後、事

務局から陳情者に対し、本委員会での趣旨説明を許可しない旨を伝えた。 

 

〈 協議の過程における主な意見は次のとおり。 〉 

 

・趣旨説明を受けることに反対の立場から 

○ 弾道ミサイルを想定した訓練については、平成 29 年７月 14 日、国・県・本市が

共同で実施することが既に決まっているため、特に説明を求める必要はない。 

○ 本来であれば陳情者からの意見を聞くところであったが、実際に当該訓練を行う

ことが決定したため、特に説明を求める必要はない。 

 

・趣旨説明を受けることに賛成の立場から 

○ 軍事的衝突を避けるためには、外交努力や対話を通じた平和的かつ包括的な解決

への努力が求められるが、本陳情書では、これらの重要な視点が欠落していること

から、陳情者から直接、見解を伺いたい。 

 

〈 以上で委員会を閉じた。 〉 
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総務文教常任委員会 当局説明員（９名）  

総務部長 水  上   哲 教育長 米 谷 和 也 

次長 

総務課長 
戸 田 龍太郎 教育次長 柴 田 文 夫 

次長 

納税課長 
広 上 正 義 

教育次長 

学校教育課長 
鳥 内 禎 久 

市民税課長 篠  田   修 総務課長 笹 島 永 吉 

総務課 

危機管理室長 
山 森 久 史   

    

  
  

    

    

    

  
  

    

    

    

    

    

  
  

    

    

  
  


